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研究成果の概要（和文）：曝露予防策の組織的なアプローチ法を検討する目的で 2段階調査（量・

質）を施行した.がん化学療法認定看護師が活動している施設でさえ,組織的な指針を有してい

るのは 60.4%であり,推進力には組織的要因が大きいことが明らかにされた.統合的アプローチ

ができている施設の指針作成から定着までに必要な要素を質的帰納的に明らかにした.その結

果,指針作成には＜推進者個人の意識の高まりとともに組織の意識の高まり＞などの４要素,定

着には２要素が重要であることが明らかになった.この結果と文献より統合的アプローチ法の

検討を行った. 

 
研究成果の概要（英文）：We performed a 2-step survey (quantity and quality) to develop 
an organizational approach for preventing occupational anticancer drug exposure. The 
results showed that even among those institutions that had cancer chemotherapy–certified 
nurses on staff only 60.4% had organizational guidelines. This suggests that organization 
is a major factor required to help prevent occupational anticancer drug exposure. We 
qualitatively and inductively identified those elements that had been used to establish 
guidelines by organizations that already had comprehensive approaches. Four elements, 
including “increased awareness of both the proponent himself/herself and the 
organization,” were important for guideline compilation, and 2 elements were important 
for guideline establishment. We developed a draft proposal for a comprehensive approach 
based on the results and a literature search. 
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１．研究開始当初の背景 

日本においては,国家的に強制力のある抗
がん剤曝露対策のための法的規制が未だ設

定されていない.1935年イギリスのHaddowが
「実験動物で抗がん剤には発がん性がある」
ことを報告した.その後,Falck が「看護師の



 尿中変異原性物質の研究」を発表.抗がん剤
による健康への影響に関するエビデンスが
明確になり 1978 年スエーデンの健康福祉省
では「抗がん剤の安全な取り扱い指針」,米
国では，1980 年代に労働安全衛生局（OSHA）
がガイドラインを策定,その遵守を勧告して
いる.さらにがん看護学会（ONS）がガイドラ
インを発表している. 

 
 

日本では白戸（1992 年）が職業性曝露につ
いて発表してから看護界でも関心が高ま
り,1991 年に日本病院薬剤師会が「抗悪性腫
瘍剤の院内取扱い指針」を策定した.しかし,
日本看護協会が 1999 年に 2709 施設（回収率
43%）で行った「抗がん剤曝露調査」では,組
織的な対策を「講じている」施設 25%,「講じ
ていない」47%であった.そして 2004 年,日本
看護協会では「看護の職場における労働安全
衛生ガイドライン」で被曝対策を示した.
我々は日本がん看護学会の特別関心グルー
プの学習会で全国の被曝対策を調査した.そ
の結果,①マニュアルがない ②看護師自身
の知識不足 ③作業環境の危険,など問題が
山積みされ,ガイドラインが絵に描いた餅に
なっている実態が明らかにされ,早急に解決
への糸口が必要であると実感し,本研究への
着想に至った. 

 
２．研究の目的 
１）安全な被曝予防へのアプローチがなされ
ている施設の原動力・創造性に関する実態調
査にて因子を探索する. 
２）すでに指針を有している組織において,
指針作成から定着までに必要な要素は何か
明確にし,アプローチモデルを開発すること
である. 
 
３．研究の方法 
１）抗がん剤曝露予防に関心が高く,全国の
施設で働くがん化学療法看護認定看護師(認
定看護師）に対して郵送法による留め置き調
査を実施した.調査内容は①組織的な抗がん
剤曝露予防の現状自施設のガイドライン等
の有無,認定看護師の関与と推進の困難点な
どである.分析は回収された 169 名（回収率
55.6%）の記述統計,自由回答は内容分析を施
行.  
２）すでに指針を有している組織において,
指針作成から定着までに必要な要素は何か
明確にし,アプローチモデルを開発すること
である.方法として,全国のがん化学療法認
定看護師 20 名に対して半構成的面接法を実
施し,質的帰納的分析を行う因子探索型研究
デザインを用いた. 
 
４．研究成果 
1)実態調査結果 

曝露予防のために組織的に講じている 

 
 
 

 
図１ ガイドライン等の有無 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図２ 病院の種類とガイドライン等の有無 
 
ガイドラインがある 60.4%, ない 39.6%であ
り,ガイドラインの効力範囲は看護師 96%,薬
剤師 64.4%であり, 運搬者や事務者はわず
かに数%であった.ガイドラインの有無と病
院の種類, がん拠点病院か否かで比較した
ところ, ガイドラインを有するのは, がん
専門病院では 90%, 大学病院では半数強であ
り有意差を認めた.  
がん拠点病かどうかでは差は認められな

かった.ガイドライン作成への認定看護師の
関与は, 中心的にかかわった 59.4%, チーム
の一員 22.8%,なし 17.8%であり, 曝露予防対
策への取組は,積極的 61.5%, どちらとも言
えない 35.5%, 積極的ではない 3%であった. 
ガイドラインは推進のために役立っている
50.5%, どちらとも言えない 44.4%であった. 
曝露対策の推進力は,「教育活動」「部門/

職種間の連携」「各種検討委員会の設置」「ガ
イドライン/マニュアル作成」「管理者の理
解」などの＜組織的要因＞,「意識の昂揚」「知
識の増加」など＜職員の意識・認知要因＞,
「病院機能評価」など＜病院外部からの推進
要因＞が挙げられた.また,推進していくた
めに必要な事柄は,「院内ガイドラインの整
備/スタッフ教育」「組織的取り組み」など＜
施設内における具体的方略＞のほか,「法的
整備」「対策の病院報酬への反映」など＜日
本における制度化＞,「防護対策物品の低価
格化」「研究・エビデンスの蓄積」「基礎教育
の見直し」など<研究・教育・企業による推
進＞が挙げられた. 

あり



表１  曝露対策の推進力 

カテゴリ サブカテゴリ 

教育活動（67) 

職種間の連携（53) 

部門間の連携(28) 

各種検討委員会の設置（41) 

マニュアル・ガイドライン作成(24) 

管理者の理解(16) 

機器の導入（8) 

組織的要因

(239) 

病院経営の安定性（2) 

意識の昂揚(19) 

知識の増加(12) 

職員の意

識・認知要

因(35) 抗がん剤を取り扱うことの必然性(4) 

病院機能評価(4) 病院外部か

らの推進要

因(5) 
他施設（1) 

推進の困難点としては,ガイドラインの有
無にかかわらずスタッフの理解不足, コス
ト, 組織に浸透しないことや病院の意識の
低さが上位に挙げられた. この調査からが
ん化学療法看護認定看護師が所属する施設
においてもガイドラインの保有は 6割であり, 
特に大学病院においてはその普及が急務で
ある. また, 認定看護師の役割認識ととも
に曝露予防のためには組織を挙げての取り
組みが必要であることも示唆された. 曝露
対策を推進する上では,多部門・多職種から
構成される検討委員会を設置し,組織内の全
職員,患者・家族に適用できるルール作りが
求められる.国や企業に対する働きかけ,基
礎教育からの学習機会など,組織外からの推
進力を強化していくことも必要である. 
 
２）指針作成から定着までに必要な要素抽出 

がん化学療法認定看護師は＜自ら実施す
べき役割の認識＞＜役割を遂行する内なる
力＞を自覚し,＜推進するための交渉力・調
整力・コミュニケーション力＞をもち曝露対
策指針（ガイドライン）作成のための推進者
役割を果たしていた. 

指針作成には,＜推進者個人の意識の高ま
りとともに組織の意識の高まり＞,＜指針作
成の意見一致＞,＜推進の土台作りと組織の
形成＞,＜組織に見合ったエビデンスに基づ
く指針作成＞の４要素が必要であることが
明らかにされた. 

また定着には＜指針に基づく曝露対策の
浸透＞,＜評価と人材育成＞の要素が見いだ
された.指針作成の推進者には,①抗がん剤 

表２指針作成から定着までに必要な要素 

要素 カテゴリ 

指針作成への動機づけ 個人・組織の意識

の高まり 病院組織のニーズをつかむ 

指針作成の意見一

致 

指針作成への周囲からの期待

所属組織の内部特性の把握・

分析 

組織作成に向けた根回し 

指針作成推進のための組織

の立ち上げと協力者の獲得 

推進の土台作りと

組織の形成 

指針作成を容易にする協力者

の存在 

他者との協働によるエビデン

スに基づく原案の作成 

病院組織にあわせた原案の

作成 

組織に見合ったエ

ビデンスに基づく

指針作成 

病院組織における原案の承認

浸透に向けた組織力の見極

め 

浸透に向けたスタッフへの動

機づけと奨励活動 

浸透に向けた業務整理や器

具の検討 

看護師への教育・相談の実施

医師・薬剤師・助手というよう

な多職種への教育実施 

指針に基づく曝露

対策の浸透 

浸透に向けた教育方法の工

夫 

曝露対策実施状況の評価 

曝露対策実施状況に応じた修

正 

 評価と人材育成 

曝露対策普及啓発のための

人材育成と活用 

自ら実施すべき役割の認識 

役割を遂行する内なる力 

推進者の役割機能

推進するための交渉・調整・コ

ミュニケーション力 



 
の知識 ②高い役割意識 ③組織を動か

す力が必要であることが明確になった. 
また指針作成推進には多職種からなる組

織化形成が鍵となっていた.さらに日本的な
「根回し」による交渉力も不可欠であること
が示唆された. 

この結果と文献より日本にあったアプロ
ーチモデルを検討したが,その妥当性を専門
家グループで討議し,より精度の高い統合的
アプローチ法にしていくことが課題である. 
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